
○来て「にしあいづ」住宅取得支援事業補助金交付要綱  

令和３年４月１日  

告示第２４号  

改正 令和４年３月１８日告示第１３号  

令和５年３月２０日告示第１０号  

（目的）  

第１条 町は，移住定住を促進し，定住人口の増加と空家の解消による地域活性化

を目的に，西会津町補助金等の交付に関する規則（昭和４７年規則第９号）及び

この要綱の定めるところにより，予算の範囲内で補助金を交付する。 

（定義）  

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定めると

ころによる。  

（１） 住宅 自己の居住の用に供し，生活するために必要な家屋で，玄関，居

室，トイレ及び台所を備える住宅をいう。ただし店舗等との併用住宅の場合は，

延床面積の２分の１以上が，専ら自己の居住の用に供されていること。  

（２） 新築住宅 自己の所有のために町内で初めて取得した一戸建て住宅，又

は，併用住宅であつて，その建築後使用されたことのないものをいう。ただし，

建築又は購入しかつ所有権登記したものに限るものとする。  

（３） 中古住宅 町内に既存する住宅のうち，過去に住居として使用され，本

町の家屋課税台帳に登録されているものをいう。  

（４） 定住 本町の住民として永住の意思を持つて居住し，住民基本台帳法（昭

和４２年法律第８１号）第６条第１項に規定する本町の住民基本台帳に記録さ

れ，かつ，生活の本拠が本町にあることをいう。  

（５） 基準日 住宅の新築にあつては当該住宅の工事の契約締結日，住宅の購

入にあつては当該住宅の購入の契約日をいう。 

（６） 移住定住者 本町の住民として永住の意思をもつて町外から移住しよう

とする者又は町外から本町に移住し住所を有してから５年以内の者をいう。  

（７） 町内事業者 町内に本社，本店，支社，支店等の事業所を有する法人，

又は町内に住所を有する個人事業主をいう。  

（８） 町税等 町税，国民健康保険税，介護保険料，後期高齢者医療保険料，

分担金・負担金及び使用料・手数料，町営住宅及び定住促進住宅家賃，上下水

道料をいう。  

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「交付対象者」という。）は，次の各号

のいずれにも該当する者とする。  

（１） 当該住宅の所有者  

（２） 住宅の取得等に合わせ町に住民登録をする移住定住者  

（３） 補助金を交付した日の属する年度の翌年度から起算して５年以上継続し

て，補助対象住宅に定住する者  



（４） 定住する直前の住所がある市区町村の住民基本台帳に，原則として１年

以上記録されている者。ただし，基準日前に移住準備等のため町内に定住した

場合は，転入の届出日から基準日までの期間が１年未満であり，かつ，定住す

る直前の住所がある市区町村の住民基本台帳に１年以上記録されている者  

（５） 交付対象者及び同居する世帯員が町税等を滞納していない者。なお，転

入者にあつては旧住所地の市区町村税についても滞納がない者  

（６） 交付対象者及び世帯員が，西会津町暴力団排除条例（平成２３年条例第

９号）第２条に規定する暴力団員でない者  

（７） 過去にこの要綱により補助金の交付を受けた実績がない者  

（８） その他町長が対象と認める者  

（交付対象住宅）  

第４条 補助の対象となる住宅は，次の各号に掲げる要件の全てに該当するものと

する。  

（１） 建築基準法の関係法令に適合していること。  

（２） 戸建て住宅の延べ床面積は，「一般型誘導居住面積水準」を満たすこと。 

（３） 集合住宅の延べ床面積は，「都市居住型誘導居住面積水準」（７５m２超

の場合は７５m２）を満たすこと。  

（４） 昭和５６年以前の旧耐震基準で建築された中古住宅を取得する場合，耐

震診断を事業完了日までに実施すること。  

（補助対象経費）  

第５条 この補助金の交付の対象となる経費は，住宅の取得に要した経費とし，次

の各号に掲げる経費を除いたものとする。  

（１） 土地取得費  

（２） 外構工事等に要する経費  

（３） 併用住宅における住宅部分以外の経費 

（４） 国又は地方公共団体が行う他の補助金を活用する場合の当該対象経費  

（補助金の種類及び額） 

第６条 補助事業の種類は，次の各号に掲げる事業とし，補助率及び各事業の補助

金の限度額は別表のとおりとする。ただし，補助率を乗じて算出した額のうち，

１，０００円未満の端数は切り捨てるものとする。  

（１） 新築住宅取得事業  

（２） 中古住宅取得事業  

２ 前項に規定する補助金のほか，県外からの移住者のうち「来て ふくしま 住

宅取得支援事業実施要綱（平成２９年８月２１日付け２９建第１０５８号福島県

土木部長通知）」に定める要件に該当する場合においては，当該事業の補助金交

付要綱に基づき算定された額を加算する。ただし，県の予算の範囲内で交付され

る額を限度とする。  

（補助金交付申請）  

第７条 補助金の交付の申請は，新築住宅においては工事着工前，新築の購入また



は中古住宅取得事業においては物件取得前までに，来て「にしあいづ」住宅取得

支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長

に申請しなければならない。ただし，町長は必要があると認めるときは，当該申

請の期限を延長することができる。  

（１） 工事請負契約書及び工事費の積算内訳が分かる書類の写し（工事を伴う

場合）  

（２） 建物売買見積書の写し（中古住宅の場合）  

（３） 位置図，平面図，立面図及び求積表  

（４） 住宅・各階平面図（中古住宅の場合） 

（５） 工事実施前の写真（工事を伴う場合） 

（６） 取得住宅の写真（住宅を購入する場合）  

（７） 世帯全員の住民票の写し（住民票謄本）  

（８） 町税等納税状況確認同意書（様式第２号の１）（町内在住の場合），又

は世帯全員の町税の納税証明書（転入の場合のみ，前住所地の市区町村のもの） 

（９） 誓約書（様式第２号の２）  

（１０） 代理人申請の場合は委任状  

（１１） その他町長が必要と認める書類  

（補助金の交付決定）  

第８条 町長は前条の規定による申請があつたときは，当該申請内容を審査の上，

補助金の交付の可否を決定し，来て「にしあいづ」住宅取得支援事業補助金交付

決定通知書（様式第３号）又は来て「にしあいづ」住宅取得支援事業補助金交付

却下通知書（様式第４号）により，申請者に通知するものとする。  

（申請内容の変更等）  

第９条 前条の規定により交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は，申請内容を変更し，又は取り下げするときは，来て「にしあいづ」住宅取得

支援事業補助金変更（取り下げ）承認申請書（様式第５号）を町長に提出して，

その承認を受けなければならない。ただし軽微な変更については，この限りでな

い。  

２ 町長は，前項の申請を受理したときは，速やかにその内容を審査し，来て「に

しあいづ」住宅取得支援事業補助金変更（取り下げ）承認通知書（様式第６号）

により交付決定者に通知するものとする。  

（補助金の実績報告及び請求）  

第１０条 補助金の実績報告及び請求は，来て「にしあいづ」住宅取得支援事業補

助金実績報告書兼請求書（様式第７号），に次の各号に掲げる書類を添えて町長

に提出して行うものとする。ただし，実績報告及び請求の期限は，当該年度末ま

でとする。  

（１） 工事完了写真（工事を伴う場合）  

（２） 建物の登記事項証明書の写し（住宅を購入した場合）  

（３） 建築基準法に基づく検査済証の写し（必要な場合，新築住宅の場合）  



（４） 住宅取得に要した費用を明らかにできる書類（領収書又はこれに準ずる

もの）  

（５） 耐震診断を受けたことが確認できる書類（昭和５６年５月３１日以前に

建築された中古住宅を購入した場合）  

（６） 定住を確認できる住民票の写し及び居住確認書（様式第８号）  

（補助金の交付の取消し等）  

第１１条 町長は，交付決定者が次の各号のいずれかに該当したときは，補助金の

交付決定を取り消すことができる。  

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。  

（２） この要綱又は補助金交付の条件に違反したとき。  

（３） 町税等を滞納したとき。  

（４） その他町長が不適当と認めたとき。  

２ 町長は，前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは，来て「にし

あいづ」住宅取得支援事業補助金取消通知書（様式第９号）により交付決定者に

通知するものとする。  

３ 第１項の規定により補助金の交付決定を取り消しした場合において，既に補助

金が交付されているときは，町長は交付決定者に対して補助金の返還を求めるも

のとする。  

４ 交付決定者は，前項の規定により返還を求められた場合は，直ちに当該補助金

を返還しなければならない。ただし，町長がやむを得ないと認めた場合は，返還

する金額の全部又は一部を免除することができる。  

（補助金の返還請求）  

第１２条 町長は，前条の規定により補助金の返還をさせる場合は，当該申請者に

対し，来て「にしあいづ」住宅取得支援事業補助金返還請求書（様式第１０号）

により当該補助金の返還の請求をするものとする。  

（その他）  

第１３条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は町長が別に定める。  

附 則  

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年告示第１３号）  

この告示は，令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年告示第１０号）  

この要綱は，令和５年４月１日から施行する。 

別表（第６条関係）  

補助事業区分  

（補助率上限）  

対象事業

費 

補助基本

額（上限

額）  

加算額  県加算  

４５歳以下の所

有者による申請  

町内事業者によ

る施工  

新築住宅取得事業  ５００万 １００万 ５０万円 ５０万円有り  



（１０％）  円以上  円

中古住宅取得事業  

（５０％）  

１００万

円以上  

１００万

円

５０万円  有り  


